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1 近年の情報化の進展に伴って顧客と企業の関係が変化するなかで、｢企業の視

点から製品・サービスを作り、顧客に提供する」という従来の価値提供型モデ

ルによる差別化戦略に限界が見え始めている。

2 企業は、｢自ら価値を定義して顧客に提供する」という従来の考え方から、｢顧

客と共に価値を創り出す」というコ・クリエーション戦略の考え方へと思考を

転換しなければならない。

3 コ・クリエーション戦略は、顧客の参画を通して創り出される“経験”で差別

化を実現する。そのために企業は、顧客同士のネットワークと、従来のサプラ

イチェーン（供給連鎖）を超えた新たな企業ネットワークとを経営資源として

取り込んだ“経験環境”をデザインする必要がある。

4 現状の顧客の経験（｢製品・サービス」｢プロセス｣「従業員」｢その他の顧客｣）

をDART、すなわち「対話（Dialog）」｢アクセス（Access）」｢リスクマネジメ

ント（Risk management）」｢透明性（Transparency）」の４つの視点で分析す

ることで、差別化のポイントを見つけ出すことができる。

5 すでに一部の企業において、商品開発への顧客参加など、コ・クリエーション

戦略の萌芽的取り組みが見られる。これらに端を発し、顧客の経験をベースに

新たなビジネスの仕組みを構築するという挑戦が、今後ますます求められる。
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顧客起点、顧客視点での経営が叫ばれ、顧

客サービス、顧客満足度を向上させるため、

CRM（カスタマー・リレーションシップ・

マネジメント）や、大量のアンケート、グル

ープインタビューなどにより、顧客の声を商

品開発に活かすという取り組みが進んでい

る。これらの取り組みは1990年代後半から本

格化し、現在では、幅広い業界で採用される

ようになった。

しかし、それで本当に顧客を囲い込むこと

ができ、他社と差別化された商品を提供でき

るようになったのだろうか。一番の問題点

は、そもそも戦略の出発点が、顧客の声では

なく、企業の製品・サービス自体にあること

である。その結果、企業が提供する価値に対

して、顧客自身が本来の価値を見出せないと

いう不満を抱くようになっている。また、戦

略の立案レベルでは顧客の価値を高める取り

組みがなされていても、戦略の実行レベルで

その価値が創り出せていない場合も多い。

顧客にとっての本来の価値を生む戦略をい

かに構築して実現するかという問いに対する

１つの解は、顧客の経験を中心に戦略を構築

し、実践することにある。企業が一方的に価

値を定義して顧客に提供するという考え方と

決別し、顧客と共に価値を創り出すという考

え方へと転換する必要がある。

本稿では、野村総合研究所（NRI）と米ミ

シガン大学ビジネススクール、エクスペリエ

ンス・コ・クリエーション研究所とで共同研

究を行っている、差別化戦略「コ・クリエー

ション戦略」について紹介する。

1 コ・クリエーション戦略とは
コ・クリエーション戦略とは、｢顧客と企

業のネットワークを競争力の源泉とし、顧客

の参画により創り出される“経験”を通じ

て、差別化を実現する企業戦略」であると定

義する。ここで最も重要な概念は、経験で差

別化をするという考え方である。

これまで、製品・サービスで差別化すると

いう考え方を原点として企業戦略が語られて

きた。｢プロダクトアウトではなく、マーケ

ットイン」｢顧客の視点でモノづくり」など

の考え方は、すべて製品・サービスを提供す

るという考え方に帰着する。顧客の立場で考

えて、顧客が望むであろう機能や仕様をでき

る限り製品・サービスに盛り込もうとする

が、それはあくまでも企業本位の発想を脱す

るものではなかった。

その結果、同じような機能や仕様の製品・

サービスが次々と市場に投入され、消費者・

顧客の視点からはどれも同質の商品となり、

最後は価格競争に陥るといった現象が数多く

起こっている。また、アウトソーシングやグ

ローバルな製造請負型の企業の台頭により、

業界の枠を超えて簡単に、かつ低価格で市場

に参入する企業が増え、従来の競争の枠組み

を超えた競争が生じている。同時に、先行者

の利益も薄れてきている。

このような新しい経営環境に企業はいかに

対応すべきか。まず、コスト競争力を極限ま

で高めるという戦略がある。日本企業にとっ

てカイゼン活動はお家芸であり、今後とも継

続的に取り組むべきテーマである。加えて筆

者らは、もう１つの戦略として、顧客の経験

価値を高めることで他社との差別化を実現す

る、コ・クリエーション戦略を提唱する。

Ⅰ 企業は価値を生み出せない、
顧客と共に価値を創り出す
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2 顧客の経験価値
（１）顧客の経験とは

顧客の経験とは何か。マーケティング分野

に精通された方は、米コロンビア大学ビジネ

ススクールのバーンド・シュミット教授の

｢経験マーケティング」をご存知だろう。彼

は、商品の特性・便益中心のマーケティング

という考え方から、｢感覚的経験」｢情緒的経

験」｢創造的・認知的経験」｢肉体的経験とラ

イフスタイル全般」｢集団や文化との関連づ

け」といった顧客の感性・感覚に訴えるさま

ざまな経験を中心にマーケティング戦略やブ

ランド戦略を構築すべきと説いている。

製品・サービスの機能に着目して、実際の

顧客とはかけ離れたところで、企業が競争を

繰り返している現実に対する警鐘という点で

この考え方には賛同できる。しかし、顧客が

どのようにその商品を使い、何を感じるの

か、顧客の本質的なニーズは何なのかについ

て、全く考えていない企業はない。多かれ少

なかれ、製品・サービスを超えて、顧客の経

験についても考えている。

問題は、顧客の経験という概念があいまい

なこと、顧客の経験を体系的に分析し、価値

を向上させるための枠組みがなかったことで

ある。筆者らはコ・クリエーション戦略で、

この点を明らかにしようとしている。

顧客の経験とは、特定の顧客が「製品・サ

ービス」｢プロセス」｢従業員｣「その他の顧

客」という４つの要素に関与・参画すること

で形成されるものと定義する。そして、筆者

らが“経験環境”と呼ぶこの４つの要素を、

トータルな視点で設計することがコ・クリエ

ーション戦略の出発点となる（図１）。

製品・サービスを通じた顧客とのやりとり

だけでなく、顧客が製品・サービスを購入す

る前後のプロセスや、自社だけでなく流通チ

ャネルやその他の従業員とのやりとり、さら

には自社の製品・サービスに他の顧客や見込

み客がどのようにかかわってくるかといった

ことを、一連の流れとして設計する。

たとえば、トヨタ自動車のレクサスは、車

の品質だけでなく、顧客の経験の質にこだわ

った経験環境を構築し、アメリカで成功を収

めた事例といえる。アメリカの消費者は、車

を買う際に待たされてイライラする、少し好

みではないけれど在庫車の中から選ばなけれ

ばいけない、修理を頼んでもいつ直るかわか

らないといったことを、誰でも経験している

が、あきらめてしまっていた。

しかし、レクサスは、高品質で安心な“製

品”にとどまらず、特別扱いのもてなしをし

てくれるディーラー“従業員”、購入・保守

の“プロセス”で実現されている短納期や約

束厳守から作り出される信頼感や便利さ、企

業家、弁護士、医者などの高所得“顧客”の

間での評判、という顧客の一連の経験をトー

タルにデザインして、他の自動車メーカーと

の差別化を成し遂げ、高級ブランドとしての

地位を築いている。

図1　経験環境の4つの要素�

従業員�

製品・サービス� その他の顧客�

プロセス�

顧客�
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（２）企業が提供できる経験環境と

顧客の経験

コ・クリエーション戦略において顧客の経

験を考える際、もう１つ大事な要素がある。

それは、企業だけでは顧客の経験を創り出せ

ないということである。顧客の経験はあくま

で一人ひとりが形成するものであり、企業が

提供できるのは、その経験を形成する環境

（経験環境）の一要素にすぎない。

従来のパラダイムでは、企業が作り提供す

る製品・サービスが価値であり、その価値は

企業が決めるものという考え方だった。しか

し、コ・クリエーション戦略では、その価値

は顧客と企業が共同で創り出すものと考え

る。顧客の一つ一つの経験自体はあくまでも

結果であり、それ自体をコントロールするこ

とはできない。また、経験環境の一要素であ

るその他の顧客についても、企業は直接的に

コントロールすることはできない。

たとえば、顧客の口コミについて考えてみ

よう。ブログ（日記風の簡易型ホームペー

ジ）の急速な普及によって、これまで以上に

顧客同士が企業や製品・サービスについての

情報を交換するようになってきた。こうした

流れにどのように対処すべきかが喫緊の課題

となっている。コ・クリエーション戦略とし

ての結論は、｢受け入れろ」である。企業と

して、もはや情報をコントロールできる時代

ではない。企業が情報を管理・統制しようと

すればするほど、顧客からの信頼を失ってし

まう。すべてのステークホルダー（利害関係

者）に情報をできるだけ公開し、ステークホ

ルダーからの指摘に対しては、真摯に素早く

対処するというのが正解である。

コ・クリエーション戦略の先端的企業であ

るデンマークのレゴでも、顧客コミュニティ

にどう対応すべきかを真剣に議論したことが

ある。2000年にマイクロチップ付きロボット

ブロック「レゴ・マインドストーム」のプロ

グラムがハッカーにより改変され、それがユ

ーザーの間に出回ってしまった。当初、セキ

ュリティを強化するか、改変されたプログラ

ムを使った場合の保証はどうするかなど、こ

の事態にどうやって対処するかの議論が行わ

れた。しかし、最終的に、プログラムのソー

スコード自体をオープンにしようという結論

に至った。

レゴは、ハッカーも大切な顧客の一人であ

ると考えた。そのハッカーは、同社が提供し

た価値の枠組み（パーツは自由に組み立てら

れるが、組み立てたロボットをコントロール

するプログラムは変えられない）に満足でき

ず、自らそれを解決しよう、またその経験を

他の顧客にも広げようと試みたと解釈したの

である。オープンソースとなったプログラム

はより多くの顧客の間に広まり、さまざまな

手が加えられ、マインドストームの魅力、す

なわち経験は一層の広がりを持ち、マインド

ストームの売り上げも増えた。

レゴは、他の顧客とのやりとりを可能にす

る経験環境を用意し、自社の製品供給のプロ

セスにも顧客が参画できるようにしたのであ

る。マインドストームでの取り組みは、他の

商品にも広げられ、大人のための鉄道模型ブ

ロックなどでも成功を収めている。

このように顧客の経験を中心にして考える

と、企業は、そもそもすべての顧客の経験を

管理・統制できないなかで事業を構築してい

かねばならないという課題に直面する。この

課題に挑むために、企業としては、顧客のネ
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ットワークとサプライチェーン（供給連鎖）

を超えた企業のネットワークという、新たな

経営資源に着目しなければならない。

3 顧客のネットワーク
顧客のネットワークを経営資源にするとは

どういうことだろうか。インターネットの普

及は、消費者一人ひとりのつながりと、消費

者の情報・意見の発信のあり方に大きな変化

をもたらした。あたかもマスコミのように、

一人の意見が多くの消費者に影響を及ぼすよ

うになってきている。

前述のように、この流れを企業としては管

理・統制することができない。しかし、レゴ

の事例に見られるように、顧客のネットワー

クを自らの経営資源として取り込み、差別化

の要素とすることができる。リナックスやグ

リッドコンピューティングといった事例はま

さに、顧客（個人）のネットワークが企業の

力となり得る象徴的な事例である。

これまでも顧客のネットワーク、特に近親

者や友人の情報や体験談が、企業が発信する

情報よりも信頼され、製品・サービスの購入

者の重要な判断要素になっていることは知ら

れていた。ネット社会では、アマゾン・ドッ

トコムやホテル予約サイトの匿名のユーザー

の購入情報、商品評価情報なども、消費者に

とって重要な判断要素となってきている。ま

た、総務省の発表によれば、インターネット

上で紹介や情報発信を通して人脈づくりを行

うSNS（ソーシャル・ネットワーキング・

サービス）への参加ユーザーは、2005年３月

末で延べ111万人、2007年３月末には1000万

人を超えると予測されている。

企業としては、顧客の背後に、このような

ネットワーク化された消費者群がいることを

前提としたうえで、この力をいかにして自社

のビジネスの中に取り入れていくかという戦

略が求められる。

このような顧客のネットワークの力を利用

することは、B２C（企業・消費者間）の世

界に限らない。従来、企業の中で閉じていた

研究開発の分野で、顧客（個人）のネットワ

ークを利用している会社もある。その１つが

ボストンにあるイノセンティブで、同社はソ

ルバー（問題解決者）と呼ばれる世界中の８

万人近い化学分野の研究者や実務家とのネッ

トワークを構築し、P&G（プロクター・ア

ンド・ギャンブル）、イーライ・リリー、ダ

ウ・ケミカルといった大企業から研究開発案

件を受託して、短期間でかつ安価に実現して

いる（１件当たりの課題解決でソルバーが得

る報酬は5000ドルから10万ドル）。

また、企業ユーザーのネットワーク化も進

んできている。法人ユーザー会というのは、

昔からある企業ユーザーの典型的なネットワ

ークだが、従来はあくまでも主催企業を中心

とした、ハブ・アンド・スポーク型ネットワ

ークが一般的な形だった。

このハブ・アンド・スポークは、航空会社

の運行ルートに用いられるように、主催する

企業にとっては最も効率の良いモデルだが、

ユーザーにとっては、目的地にたどり着くた

めには、必ずハブを経由しなければならない

という不便さがある。言い換えるならば、結

局、主催企業とのやりとりが中心で、毎月ニ

ュースレターをもらったり、年１回のカンフ

ァレンスに参加し、立食パーティーに出ると

いった程度では、わざわざ参加するインセン

ティブは大きくない。
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これに対して、米GE（ゼネラル・エレク

トリック）の子会社のGEポリマーランドで

は、自社の顧客である樹脂部品メーカーの技

術者のネットワーク化を行い、ピア・ツー・

ピアでの相互交流を実現している。具体的に

は、自社のウェブサイトを通じ、顧客企業間

での製品に関する技術情報の交換や、はては

転職情報の交換までできるような環境を提供

している。ユーザーにとっては、GEポリマ

ーランドのユーザーであることのメリットが

大きく、同社から見れば、顧客の力を借り

て、他の顧客を引き付けていることになる。

4 企業のネットワーク
次に、企業のネットワークについて考え

る。これまで日本企業は、企業のネットワー

クづくりとそのネットワーク内でのコラボレ

ーションに積極的に取り組み、国際的な競争

力をつけてきた。自動車産業における部品メ

ーカーの系列化、協力会や、デザインイン

（開発段階からの参加）などの活動が典型例

である。

このようなサプライチェーンを支える企業

のネットワークは、製品・サービスをより効

率的に作り出すために必要である。しかし、

コ・クリエーション戦略で顧客の経験に着目

した場合、製品・サービスを超えたネットワ

ークが求められる。つまり、顧客がより高い

経験価値を生み出せるようにするために、従

業員や事業全体のプロセスについても、従来

のサプライチェーン以外での新たなネットワ

ークが必要となる（図２）。

たとえば、健康食品会社の場合、商品を開

発するうえでは重要でなかったエステティッ

クサロンや美肌サービスの会社、女性の健康

に関するNPO（非営利組織）との連携とい

ったことも、トータルな顧客の経験価値を高

めるためには必要となってくる。

1 コ・クリエーション戦略の
キードライバー「DART」
コ・クリエーション戦略は、顧客が経験す

る価値を最大化するために、顧客同士のネッ

トワークと、従来のサプライチェーンを超え

た新たな企業ネットワークとを経営資源とし

Ⅱ　コ・クリエーション戦略に
おけるキードライバー

従業員�

製品・�
サービス�

その他の�
顧客�

プロセス�

顧客�

図2　コ・クリエーション戦略の概念�

企業のネットワーク�

経験環境� 顧客のネットワーク�
（消費者コミュニティ）�

企業�

顧客の経験＝価値�
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て取り込んでいく戦略である。

「製品・サービス」｢従業員」｢プロセス」

｢その他の顧客」からなる経験環境における

相互のやりとりで形成される顧客の経験の価

値を高めるためには、｢対話（Dialogue）」

｢アクセス（Access）」｢リスクマネジメント

（Risk management）」｢透明性（Transparen-

cy）」の４つの要素を顧客の経験のなかで実

現することが鍵となる。｢DART」と呼ぶこ

の４つの要素は、それぞれが独立して成立す

るのではなく、特定のコンテクスト（文脈）

を持って、相互に関連して形成されなければ

ならない。

ある顧客の経験に対して、経験の中心にい

る顧客と従業員やその他の顧客との「対話」

を増やすためには、顧客がさまざまな場面、

方法、場所によって他の顧客や企業のプロセ

スに「アクセス」可能な状態を作り出す。そ

の結果、製品・サービス、企業の「プロセ

ス」についての透明性が高まり、顧客と企業

の間での「リスクマネジメント」が可能とな

る。これを筆者らは、顧客の経験環境をデザ

インすると呼んでいる。製品やサービスを顧

客の声を聞いてデザインするのとは、別のや

り方、考え方が求められるのである。

DARTを顧客の経験の周りに作り出すため

には、企業だけでなく、他の顧客、B２Cで

は消費者のコミュニティ、B２B（企業間）

では顧客企業同士のグループとの関係の構築

が必要となる。また、製品・サービスを超え

て経験環境を形成するために、顧客との新た

なチャネルや、自社の製品の消費経験をより

向上させるようなサービスを提供できる新た

な企業とのネットワークが必要となる。次節

で、アメリカ企業の事例をもとに、コ・クリ

ーション戦略で、顧客の経験価値をいかに高

めていくかを見てみよう。

2 プログレッシブ保険の
経験中心のサービス
アメリカのプログレッシブ保険は、自動車

保険を中心とする損害保険会社である。同社

はもともと、他社が保険の引き受けを行わな

いような事故歴のある危険なドライバーに自

動車保険を提供することで成長してきた。リ

スクの高いドライバーのきめ細かな個人情報

や運転履歴、事故発生率などの独自のデータ

分析による保険料率算定や、他社がそもそも

避けて通る顧客を中心としたビジネスモデル

そのもので、競合他社との差別化を図り、成

熟市場で勝ち残ってきた。

その型破りな差別化戦略は、顧客の経験を

中心としたビジネスプロセスからもたらされ

るサービス内容に現れている。プログレッシ

ブ保険では、顧客の保険購入から保険請求に

至るまでの種々の局面で、顧客が抱く不安と

いう経験を解決できる環境を用意している。

その最も特徴的なものとして、ここでは「事

故時の保険請求の不安（経験）」と「保険見

積もり時の不安（経験）」を紹介する。

自動車事故が起きた際には、運転手にはさ

まざまな心労が生じる。事故処理の手続き、

発生するだろう費用、医療機関のサービス、

車の修理業者、修理期間、代車の手配、家族

への連絡といった多種多様な事柄に対する不

安が発生する（図３）。特に事故の経験者に

とっては、過去のこれらの不安な思いは、二

度と経験したくないものである。

プログレッシブ保険では、こうした顧客の

不安経験に着目し、自動車保険における金銭
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的な補償という枠組みを超えた、保険請求時

の経験環境を構築している。それが保険請求

に対する即時応答サービスである。このサー

ビスは、自動車事故の発生時に、事故現場に

同社の保険処理担当者が駆けつけ、その場で

保険請求に必要な事務処理、車の修理手配や

医療手配、場合によっては保険金の支払いも

行い、顧客の不安を即座に解決してしまう

サービスである。顧客の経験価値を高める

DARTの枠組みを使って、その経験環境にあ

る要素を分析してみよう（次ページの図４）。

まず、｢対話」としては、事故を起こした

時にドライバーが相談したい、話したい事柄

は何かという観点から、保険請求だけでな

く、車の修理や医療サービスの手配という点

についても、ユーザーの希望を聞きながら対

応できるようにしている。

また、｢アクセス」については、顧客が求

める情報を即座に得られる環境を用意するた

めに、コールセンターだけではなく、事故現

場に専門知識と必要経験を有した人材を直接

派遣し、その場での対応を図っている。

「リスクマネジメント」の観点では、保険金

支払いを少しでも少なくするために請求審査

に時間をかけて、保険加入者の欲求不満と保

険会社の審査コストの双方を高めてしまう、

という悪循環を断ち切っている。すなわち、

顧客と共に事故の解決を図るパートナーとい

う立場で、短期間で事故処理をすべて終わら

せ、顧客の不安を解消するとともに、自社の

オペレーションコストも低下させている。

さらに「透明性」の観点では、保険請求時

に顧客が最終的にいくらもらえるかわからな

いという不安をなくすために、膨大なデータ

ベースを駆使して、事故にかかる実質のコス

トを事故現場で明確にしている。

プログレッシブ保険では、これらを実現す

る組織能力を体制面、ネットワーク面から整

備している。たとえば、事故現場で保険請求

処理を迅速に行うため、｢クレーム・ワーク

当レポートに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。すべての内容は日本の著作権法及び国際条約により保護されています。
Copyright © 2005 Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. No reproduction or republication without written permission.

従業員�

製品・�
サービス�

その他の�
顧客�

プロセス�

顧客�

図3　交通事故時の保険請求の不安（4つの要素で捉えた経験環境）�

事故に遭って、保険請求が必要になった！�

保険会社に電話する？� 保険代理店に電話する？�

どうやって車を移動�
させればいいの？�

どの修理工場で修理�
すればいいの？�

どの病院に行けばいい？�
いつごろ自動車は�
修理されて戻って�
くるのだろう？�

損害賠償はいつごろ�
受け取れるだろう？�

どのくらい支払いが�
発生するだろう？�

誰が自分の家族に�
伝えてくれるだろう？�
�

0510-NRI/p38-53  05.9.11 13:05  ページ 45



46 知的資産創造／2005年10月号

当レポートに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。すべての内容は日本の著作権法及び国際条約により保護されています。
Copyright © 2005 Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. No reproduction or republication without written permission.

ベンチ」と呼ばれるソフトウェアを搭載した

モバイル端末を用意し、これらを装備した緊

急対応車両を全米に約1400台配備して、特別

な教育を施された保険処理専門担当者が対応

できるようにしている。また、同社の顧客の

車を優先的に修理してくれる修理業者や、医

療機関などとのネットワークも構築してい

る。このようなインフラにより、事故現場で

の迅速な顧客サポートを24時間体制で行える

環境を整備し、他社とは差別化された保険処

理サービスを実現している。

プログレッシブ保険では、保険見積もり時

にも顧客の経験に着目した環境を用意してい

る。自動車保険の見積もりに際して、顧客

は、保険のカバー範囲は適当か、保険料は高

すぎないかといった商品に対する不安や、証

書受け取りまでに時間がどれくらいかかる

か、他の顧客はサービスをどのように評価し

ているかといった保険会社の種々のプロセス

に対する不安や疑問を持つ。このような顧客

の見積もりの経験をより良いものとし、自社

と契約してもらうために、商品・サービスの

透明性を高めている。

たとえば、｢プログレッシブ・ダイレクト｣

と呼ばれる同社のオンラインサイトでは、顧

客自身の運転スタイルに応じて、他社の商品

との料率比較をしながら、即座に保険料の見

積もりが得られるようにしている。同社は必

ずしも業界最安値を標榜する保険会社ではな

い。しかし、他社商品との比較を可能とする

ことで、顧客が同社のサービス面の優位性を

評価し、保険料にも納得して加入してくれる

ような環境を提供している。

このような事故による保険請求時、保険見

積もり時の２つの経験環境からも見てとれる

ように、プログレッシブ保険では、同業他社

が保険ビジネスの効率性を追求するなかで、

顧客との一連の経験を中心に据えたサービス

事故に遭って、保険請求が必要になった！�

図4　交通事故時の保険請求の不安（経験に盛り込むDARTの要素）�
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環境を充実させることで差別化を図ってき

た。迅速な保険処理対応は、いざという時に

備える顧客の安心感を醸成して、保険の継続

加入率を上げると同時に、処理プロセスに要

するコストの削減をも実現している。また、

透明性の高いオンライン見積もりシステム

は、料率の安さだけでなく、トータルなサー

ビスを踏まえて保険を選択する、加入率の高

い顧客をスクリーニングする役目を果たして

いる。

実際に業績面でも、プログレッシブ保険

は、一般企業の売上高に相当する正味収入保

険料が、1999年の61億ドルから2004年の134

億ドルへと毎年２けた台で急成長を続けてお

り、全米の自動車保険業界における市場シェ

アも、1999年の第５位から2004年の第３位へ

と拡大している。

コ・クリエーション戦略の適用範囲は広く

多様である。プログレッシブ保険のように、

新規のビジネスモデルとして実践することも

できるが、ビジネスモデルがすでに確立され

ている場合、それらを抜本的に見直すのは容

易ではない。コ・クリエーション戦略をバリ

ューチェーン（価値連鎖）の一部で展開する

ことでも、他社との差別化を図ることができ

る。ここでは、｢商品企画・開発」｢営業・製

造プロセス」｢カスタマーサービス」という

事業活動の特定の機能を強化する目的でコ・

クリエーション戦略を展開するポイントにつ

いて、事例を交えながら紹介する。

1 商品企画・開発の
パラダイムシフト

（１）顧客参加型の商品企画・開発

商品企画・開発は、コ・クリエーション戦

略を最も取り入れやすい領域である。コ・ク

リエーション戦略の概念を商品企画・開発プ

ロセスに取り入れるためには、商品企画・開

発の主体を顧客に据え、顧客の関与度合いを

高めることが必要である。

従来、商品企画・開発段階において顧客の

声を積極的に取り入れようとする取り組みは

数多く実践されてきた。しかし、従来の発想

では、企業本位で考案されたアイデアをベー

スとして、顧客の声を部分的に取り入れてい

くケースが多く、顧客自身が主体的に商品企

画・開発の役割を担うという発想に立つもの

は少ない。従来の考え方では、企業自身が商

品企画・開発のすべてをコントロールできる

というメリットがあるものの、顧客の力が増

し、ニーズも多様化した今日では限界に直面

する可能性がある。コ・クリエーション戦略

の概念を商品企画・開発に活かすと、顧客自

身が企画・開発を主導し、企業は顧客主導の

商品企画・開発をサポートする役割となる。

ワコールでは、2001年５月から、消費者コ

ミュニティをコアに据えて、｢おうちウエア｣

の商品開発を進めている。従来の商品企画・

マーケティングの枠組みでは商品化のプロセ

スは閉ざされることが多かったが、顧客とイ

ンターネット上で直接対話することで、商品

化のプロセスの透明度を高めている。顧客の

抱いているイメージを同社の商品企画能力や

リソースを使って実際の衣服として実現する

なかで、従来の商品開発では見られなかった

企業と消費者のかかわりが生じる。顧客にと
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Ⅲ　コ・クリエーション戦略の
実践事例
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っても、できあがった商品としての服を買っ

て着るという経験だけでなく、商品開発のプ

ロセス自体が新たな経験となっている。

この開発過程を経て商品化される「おうち

ウエア」は、商品企画の手間ひまがかかるう

え、１着当たりの製造コストも高くなりがち

である。しかし、口コミを有効に使うことで

広告宣伝費を最小限に抑えたり、顧客の反応

をもとに生産量を予測して売れ残りや在庫リ

スクを減らしたりすることで、製造コストの

問題も解決している。また、小ロット・短納

期で負担がかかりやすい製造工程に対して

も、｢おうちウエア」の商品開発プロセスを

同社の工場で働く従業員と共有することで、

彼らのモチベーションの維持・向上を実現で

きるよう配慮している（図５）。

顧客の関与度合いを高めることも重要な視

点である。従来の商品企画・開発の考え方で

は、顧客はテスト対象にすぎなかった。しか

し、コ・クリエーション戦略では、商品企

画・開発段階で顧客の関与機会を増やし、顧

客と企業との対話を通じて継続的な（時系列

的な）関係を構築することが欠かせない。結

果として、顧客の参画意識が高まり、ロイヤ

ルティ向上という効果が見込める。

良品計画では、同社サイトの「ネットコミ

ュニティー」において、消費者との継続的な

対話が可能な環境を整備し、商品開発を実施

している。商品開発から販売に至るプロセス

において、継続的な商品の改良、価格の見直

し、再販ニーズへの対応などを行っている。

また、商品化されなかったプロジェクトにつ

いてはその理由を提示し、消費者への情報の

透明性を高めている。こうした取り組みのな

かから、ネット限定品ではなく、店舗におけ

る量産・定番品を作り出すなど、同社のヒッ

ト商品の開発へもつながっている。

（２）顧客参加型の商品開発のジレンマ

インターネットを使って顧客と意見を交換

しながら商品開発を行うという取り組みは、

多くの業界に広がってきている。こうした顧

客参加型の商品開発により、従来にない発想

を取り入れたユニークな商品を生み出すこと

に成功した事例が出現している。しかし筆者

らは、単なるインターネットを使った顧客参

加型モデルを推奨しているのではない。

このようにして開発された商品の多くで、

数をさばきにくいという声が聞かれる。ベン

チャー企業は別として、大企業で取り組むに

はあまりにニッチで、会社全体までこうした

顧客参加型の取り組みを広げていくことがで

きない。つまり、規模の経済性の観点から

は、従来どおり大量生産が企業の屋台骨を支

えるという構造から抜け出せない。

これはなぜか。ネットでは特定の人の意見

しか取り入れられないのか。対象としている

顧客層が狭いのか。究極的には一人ひとりの
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図5 ワコールの「おうちウエア」

出所）http://www.cafeglobe.com
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経験は異なり、企業はその多様性に応えられ

ないからなのか。確かに、このような理由も

あるかもしれないが、その前に大事なことを

忘れているのではないか。それは、これらの

取り組みが製品・サービスをデザインするこ

とにとらわれすぎて、顧客の経験を構成する

他の要素（プロセス、従業員、その他の顧

客）を含めた経験環境全体でのデザインがで

きていないのではないか。

たとえば、女性向けの機能性食品を開発し

たとしよう。その効用、味、パッケージはす

べて、インターネットを使い顧客の意見・要

望を取り入れたものだ。しかし、これが生産

効率の点から量産されず、ネット限定で販売

され、多くの顧客の目に触れることのない商

品だった場合、売り上げ規模は限られる。ま

た、量販ルートに流そうとすると、洗練され

たイメージのパッケージも、スーパーやコン

ビニエンスストアでは、他の普通の商品と同

じ棚の中で埋没してしまいかねない。苦心し

て顧客参加型で作り上げた商品も、他のプロ

セスや従業員、その他の顧客といった経験環

境を構成する要素のデザインなしでは、成果

は限定的なものになってしまう。

もう１つ、顧客参加型の商品開発に際して

よく見られるのは、値付けの問題である。近

年、日本でもその重要性が叫ばれるようにな

ったが、まだまだ原価積み上げ式の値付けが

多い。これはまさに製品・サービスのみに着

目している結果だろう。顧客参加型で商品開

発を行い、その他の環境要素も合わせてデザ

インできた場合は、もはや商品単品の価格は

問題ではなくなる。トータルな経験としての

価値が、顧客が支払ってもよい値段なのであ

る。スーパーの棚に従来の機能性食品と一緒

に並んでいれば、しょせん300円が相場とみ

なされる。それがエステサロンの専門サービ

スや環境とセットになって、顧客に合わせた

サービスの一環として販売されれば、その経

験は10倍の価格でも売れるだろう。

たとえば月桂冠では、｢ムーンガーデン．

ネット」というウェブサイトで、顧客参加型

で女性向けの日本酒開発プロジェクトを展開

している（図６）。そこでは単に新たな日本

酒を作るだけでなく、女性客が集まるお洒落

なバーやクラブと提携して、トータルな新し

いお酒の経験環境づくりを行っている。単に

製品・サービスを開発するということだけで

なく、顧客の経験を創り出すという視点で取

り組んでいけば、顧客参加型の商品企画・開

発は、規模の経済のジレンマや値付けの問題

も克服できるだろう。

2 営業・製造プロセスの
パラダイムシフト
コ・クリエーション戦略は、営業・製造プ
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図6 月桂冠の「ムーンガーデン．ネット」

出所）http://www.moongarden.net

プロジェクトで開発された
酒の代表例

JEWEL ：　 Briller*
（コロン）（ブリエ）
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ロセスにも取り入れることができる。コ・ク

リエーション戦略の概念を営業・製造プロセ

スで活用していくためのポイントは、営業・

製造プロセスの透明性を高め、外部リソース

を積極的に活用することである。

従来、顧客が製造工程に関する情報を知る

ことは難しかった。また、営業上のネガティ

ブな情報にもアクセスしにくいという現実が

あった。しかし、近年、閉鎖的だった製造・

営業プロセスに関して顧客が本当に得たい情

報の透明性を高めることで、他社との差別化

を図ろうとする企業が出てきている。

典型的な例として、住宅メーカー各社での

取り組みがあげられる。たとえば旭化成ホー

ムズでは、見込み顧客向けに「ロングライフ

入居宅見学会」を開催し、新築住宅だけでな

く、築後10～20年ほど経った住宅を見学する

機会を設けている。

住宅を購入する際に施主が知りたいのは、

新築時の出来映えもさることながら、10年、

20年と年数が経った際に「品質や機能が保た

れているか」｢施主が満足しているか」など

の情報である。同社は既存顧客に協力、参画

してもらうことで、従来、購入段階では把握

しにくかったこれらの情報を提供している。

居住者の生の声を直接聞いてもらえれば、住

宅購入を検討している人々の不安を解消し、

信頼感を高めることになる。このように情報

の透明性を高めること自体が、顧客が安心し

て同社を選ぶきっかけとなり、営業上の差別

化要素ともなり得る。

また、一歩進んだ取り組みとして、木造注

文住宅の施工・販売を手がける横浜市の近代

ホームでは、デジタルカメラで撮影した建築

現場の画像にコメントを加えて、専用ホーム

ページで施主に工事の進捗状況を伝えてい

る。施主は現場を訪問せずとも、インターネ

ット上で、自分の家の建築現場の状況をいつ

でも確認することができる。

このように建築プロセスの透明性を高める

ことは、現場で取り組む技術者の品質確保に

対するモチベーションの向上につながるほ

か、施主が建築状況を確認することで工事の

手戻りを減らし、結果としてコストダウンが

図られるという効果も見込める。同社は、こ

の特徴ある取り組みを打ち出したことも寄与

し、口コミを中心に顧客を開拓し、２年分の

受注残を抱えているという。

次に、営業・製造プロセスに外部リソース

を積極的に活用していくことも差別化のポイ

ントとなる。たとえば、クラブツーリズムに

は、同社が発行する旅の情報誌『旅の友』の

配送業務を担う「エコースタッフ」が全国に

約１万人いる。彼らは同社の顧客であり、顧

客に事業に参画してもらうことで、配送コス

トを削減しつつ、顧客コミュニティの形成を

促し、｢エコースタッフ」自身の生きがいづ

くりにも貢献している。

このほか、顧客が添乗員としてツアーに添

乗する「フェロー・フレンドリースタッフ」

という制度や、｢パートナーズ」と呼ばれる

ホテルや旅館などの取引先にも旅の演出に参

画してもらう取り組みを進めており、外部の

リソースを積極的に活用することで他社との

差別化を実現しようとしている。

3 カスタマーサービスの
パラダイムシフト
カスタマーサービスの分野でも、コ・クリ

エーション戦略を取り入れることができる。
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そのためには、効率志向から経験志向へのパ

ラダイムシフトを図らねばならない。

近年、コールセンター業務などのカスタマ

ーサービスを支える企業の取り組みは、ます

ます効率志向が高まる傾向にある。たとえ

ば、コールセンターでのオペレーターの評価

は１件当たりの処理時間などが指標とされ、

処理時間を削減することが求められてきた。

これでは、顧客の不満は高まる一方である。

コ・クリエーション戦略では、一見効率性に

反してでも経験志向に基づくカスタマーサー

ビスを行うことを重視する。効率志向から脱

却することで顧客の経験価値を高め、それを

差別化の要素として機能させるのである。

大手食品メーカーA社のコールセンター

は、顧客の声を直接聞くことで、同社のブラ

ンド構築・強化、商品改善・開発、サービス

向上を図ることを目的としている。主婦層を

中心に百数十万世帯を会員化し、コールセン

ターで対応している。しかし、同センターの

良いオペレーター像は、会員からの電話を間

違いなく効率良くこなすオペレーターではな

い。できるだけ長く、顧客といろいろな対話

をすることができるオペレーターが理想像と

されている。実際に、同センターでの１件当

たりの平均対応時間は15分と長い。

このように顧客との対話を重視するサービ

スを継続した結果、会員の年間購買額（利益

貢献）は、一般消費者よりも２､３割増加し

たという。効率志向を脱して顧客の経験価値

を高め、優良顧客を増やしていけば、顧客の

経験を優先したサービスを強化しても、コス

トに見合う成果を見込むことができる。

オリエンタルランドが運営する「東京ディ

ズニーリゾート総合予約センター」でも、顧

客経験を重視したカスタマーサービスを行っ

ている。同センターはホテルやレストランな

どの予約窓口だが、ホテルの予約にかかる１

件当たりの時間は15～20分にもなるという。

これは、予約段階から、顧客の好みや要望を

聞き出し、ホテルだけでなく、東京ディズニ

ーリゾート内でのさまざまな経験のトータル

な満足度を高めようとしているためである。

オペレーター教育にも、通常のコールセンタ

ーの数倍の時間をかけている。

この結果、ホテルの客室稼働率は、年間を

通じて常に満室に近い状態を維持している。

こうした取り組みには、｢すべてのお客さま

はVIP」のサービスポリシーのもと、ディズ

ニーリゾートに訪問する前から顧客の経験に

着目し、最高の経験をしてもらおうとする同

社の意図が読み取れる。

このように、効率志向から経験志向に転換

することで新たな差別化の要素が見出せる。

ただし、効率志向を脱することによるコスト

増を解消し、より大きな収益を見込める戦略

を構築する必要があるのはいうまでもない。

アメリカでは、企業の顧客経験をベースと

したカスタマーサービスを支援するビジネス

も出現している。一例として、ブリックスト

リームは、企業が顧客の経験環境をデザイン

することをIT（情報技術）の側面からサポ

ートしている。同社の「ビヘイビアIQ」と

いうシステムは、銀行やスーパーなどの店舗

に設置した天井カメラの映像から、顧客の動

線や待ち状況をリアルタイムで解析し、窓口

や店舗の従業員が的確なサービスを提供でき

るようにしている。

バンク・オブ・アメリカやオフィス・デ

ポ、CVSファーマシーといった企業では、こ

当レポートに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。すべての内容は日本の著作権法及び国際条約により保護されています。
Copyright © 2005 Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. No reproduction or republication without written permission.

0510-NRI/p38-53  05.9.11 13:05  ページ 51



52 知的資産創造／2005年10月号

のシステムを導入して店舗レイアウトを改善

したり、レジや窓口の待ち行列が長くなった

場合に、即座に対応窓口を増やしたりするな

どして、顧客の店舗での経験をより良くする

取り組みを行っている。このように、コ・ク

リエーション戦略を実践する際には、戦略の

中にIT環境の強化を盛り込むなど、顧客経

験を基盤から支えることも必要となる。

1 コ・クリエーション戦略の
実践ステップ

コ・クリエーション戦略は、事業レベルや

バリューチェーンの一部といった、あらゆる

事業の構成単位において適応可能である。実

際に企業がコ・クリエーション戦略を取り入

れていくうえでは、以下の４つのステップで

の取り組みが必要となってくる。

（１）顧客の経験を中心にビジネスを

捉え直す

まず、自らのビジネスにおいて、どのよう

な顧客の経験が存在しているのかを知る必要

がある。それぞれの顧客の経験は、自社のど

の業務プロセスと関連しているか、自社以外

の企業やその他の顧客とのやりとりがどうな

っているかという現状を洗い出すのである。

顧客の経験は１つではなく、時間や場所の多

様な局面を含むプロセス全体にあるので、自

社の製品・サービス提供からスタートして考

えるのではなく、あくまでも一消費者の立場

から捉え直してみるとよい。

（２）顧客の経験の評価と優先順位づけ

ステップ１で確認された種々の経験をもと

に、それぞれの経験における顧客の参画度と

競合他社の取り組みを評価し、何が他社との

差別化につながる経験なのかを分析するため

のポートフォリオを作り出す。すべての経験

について一度に顧客の参画度を上げることは

難しいし、他社との違いを際立たせる必要が

あるため、どの経験に着目して経験環境を整

備していくかという優先順位を決める。

ここでのポイントは、顧客の経験には、プ

ログレッシブ保険の例で見たような“不安”

を誘発するようなネガティブな経験と、レゴ

や商品開発の例に見られるような“期待”

“ワクワク感”といったポジティブな経験が

あることである。コ・クリエーション戦略を

適用する事業やプロセスの特性に応じて、ど

の顧客経験を刺激すればより効果的かを決定

しなければならない。

（３）経験環境をデザインする

着目する経験が決まったら、経験の４要素

（製品・サービス、従業員、プロセス、その

他の顧客）のなかで、どのようなDART

（対話、アクセス、リスクマネジメント、透

明性）の視点で、どんなやりとりが追加、削

除、増加、減少可能かを検討する。顧客の経

験に期待を追加し、不安を除去するために、

対話やアクセスを増やし、透明性を高めて、

リスクを減らす。そのためにどのような施策

が必要なのか検討し、決定していく。各施策

ができあがった時点で、再度、トータルな顧

客の経験のなかで、全体の施策が意味あるも

のとしてつながっているか、チェックするこ

とを忘れてはいけない。
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（４）実現のためのインフラ整備と

経験環境のモニタリング

それぞれの施策が決まったら、それを実行

するために必要な組織能力やインフラを整備

しなければならない。多くの企業において、

最初から全社的に、または全プロセスに取り

組むのは難しいかもしれないが、少なくとも

人材面とIT面で必要となる要素を洗い出し、

整理しておく必要がある。そして、コ・クリ

エーション戦略に基づく施策に効果が見込め

ると判断できた時点で、必要な投資ができる

ようにしなければならない。

本稿で取り上げた企業の多くは、経営トッ

プの強い意思・信念に基づいて、これらのイ

ンフラ整備を行い、企業としての組織能力を

具備している。自社が必ずしもそうでない

場合は、事前にコ・クリエーション戦略に基

づく施策の達成度を測る成果指標を設定し、

PDCA（計画・実行・評価・改善）サイクル

を回す仕組みをつくっておく必要がある。

2 顧客の経験で全社の仕組みを
見直す

「自社でもコ・クリエーション戦略はできて

いる｣、あるいは「今までいわれてきた顧客

中心主義と何が違うのか」と思われる読者も

いるかもしれない。事実、2005年５月にNRI

とミシガン大学のコ・クリエーション戦略の

共同研究チームで開催したセミナーの参加者

アンケートの結果では、約３割の企業で、何

らかの形でコ・クリエーション戦略的な取り

組みを行っているという回答があった。特に

多かったのは、顧客参加型の製品・サービス

開発での取り組みである。

ますます進展する消費者・顧客のネットワ

ーク化とグローバル競争のもとで、このよう

な取り組みに端を発して、製品・サービスを

超えて、全社の仕組みを顧客の経験をベース

に再構築していくという挑戦は、今後一層求

められてくるに違いない。
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